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１６時００分 

 

於：女性第一・第二研修室  
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     議事日程     令和７年４月２４日（木）１６時００分   

女性第一・第二研修室 

 

１ 開 会 

２ 会議成立の宣告  

３ 会議録署名者の指名 

４ 会議の公開等について 

５ 議案審査順 

公開予定（案） 

定第 １ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔鹿児島市図書館協議会委員の解嘱及び委嘱について〕 

定第 ３ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔鹿児島市立小中学校区審議会委員の解嘱及び委嘱について〕 

定第 ４ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔鹿児島市特別支援教育審議会委員の解職及び委嘱について〕 

定第 ５ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔鹿児島市社会教育委員の解職及び委嘱について〕 

定第 ６ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔鹿児島市公民館運営審議会委員の解職及び委嘱について〕 

定第 ７ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔鹿児島市立少年自然の家運営協議会委員の解職又は解任及び委嘱又

は任命について〕 

定第 ８ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔鹿児島市立学校給食センター運営審議会委員の解嘱及び委嘱につい

て〕 

報告事項(1)   新１年生見学パスポートについて 

報告事項(2)   令和６年度市立高等学校活性化委員会における意見の集約について 

報告事項(3)   公立学校情報機器整備事業に係る各種計画の公表について 

報告事項(5)   少年自然の家の食堂における食事代の改定について 

非公開予定（案） 

定第 ９ 号議案 市立学校における詳細調査の件 

定第１０号議案 鹿児島市立少年自然の家運営協議会委員の委嘱又は任命の件 

定第１１号議案 工事請負契約締結に係る議案についての意見に関する件（桜島学校新

築本体その他工事） 

定第１２号議案 令和７年度鹿児島市一般会計補正予算（第１号）（教育委員会関係分）

に係る議案についての意見に関する件 

報告事項(4)   市立学校におけるいじめの重大事態の発生について 
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定第 ２ 号議案 代決処分の承認を求める件 

〔県費負担教職員の懲戒に係る内申について〕 

６ その他  

７ 閉 会 
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定第１号議案 

 

   代決処分の承認を求める件 

 

鹿児島市図書館協議会委員の解嘱及び委嘱について、鹿児島市教育委員会事務委任等規則第

４条第１項の規定に基づき、下記のとおり代決したので、同条第２項の規定により、これを報

告し、その承認を求める。 

 

   令和７年４月２４日               提 出 

                           鹿児島市教育委員会 

                           教育長 原之園 哲哉 

 

                    記 

 

 

〔解 嘱〕   令和７年３月３１日付 

         前田 浩二 （前：武中学校長） 

 

 

〔理 由〕   人事異動に伴う解嘱 

 

 

 

 

〔委 嘱〕   令和７年４月１５日付 

         平田 睦  （吉田南中学校長） 

                   

 

  〔任 期〕   令和７年６月３０日まで 

 

 

  〔理 由〕   人事異動に伴う後任委員の委嘱 
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（参  照） 

 

１ 鹿児島市教育委員会事務委任等規則（抜粋） 

（代決） 

第４条 教育長は、緊急止むを得ないときは、第２条各号の教育委員会の権限に属する事務を

代行することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により教育委員会の権限に属する事務を代行したときは、すみやか

に教育委員会に報告し、その承認を受けなければならない。 

 

 ２ 図書館法（抜粋） 

 （図書館協議会） 

第１４条 公立図書館に図書館協議会を置くことができる。 

２ 図書館協議会は、図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、図書館の行う図書館

奉仕につき、館長に対して意見を述べる機関とする。 

第１５条 図書館協議会の委員は、当該図書館を設置する地方公共団体の教育委員会（特定図

書館に置く図書館協議会の委員にあつては、当該地方公共団体の長）が任命する。 

第１６条 図書館協議会の設置、その委員の任命の基準、定数及び任期その他図書館協議会に

関し必要な事項については、当該図書館を設置する地方公共団体の条例で定めなければなら

ない。この場合において、委員の任命の基準については、文部科学省令で定める基準を参酌

するものとする。 

 

 ３ 図書館法施行規則（抜粋） 

第１２条 法第１６条の文部科学省令で定める基準は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭

教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経験のある者の中から任命することとする。 

 

 ４ 鹿児島市図書館条例（抜粋） 

（図書館協議会） 

第８条 図書館に法第１４条第１項の規定に基づき、鹿児島市図書館協議会（以下「図書館協

議会」という。）を置く。 

２ 図書館協議会は、１０人以内の委員をもって組織する。 

３ 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学

識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 略す 
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構　　　　成 氏　　　　名 所　　属　・　職　　名

松 久 保 鉄 也 明和小学校長

平 田 睦
（ 前 ： 前 田 浩 二 ）

吉田南中学校長
（前：武中学校長）

青 木 明 世 鹿児島商業高等学校教諭

坂 口 拓 鹿児島商工会議所　青年部

原 田 加 代 子 鴨池公民館運営審議会委員

上 村 宏 明 市ＰＴＡ連合会副会長

榎 園 早 百 合 紙芝居の会 桜の樹代表

岩 下 雅 子 鹿児島国際大学非常勤講師

佐 藤 宏 之 鹿児島大学 法文教育学域教育学系准教授

金 子 満 鹿児島大学 法文教育学域法文学系准教授

※網掛けの委員の任期は、令和７年４月１５日から令和７年６月３０日まで（前任者の残任期間）

〔理　由〕　人事異動に伴う解嘱及び後任委員の委嘱

〔女性委員の割合〕　50.0％

鹿児島市図書館協議会委員名簿　（案）　　

学 校 教 育関 係者

社 会 教 育関 係者

家 庭 教 育関 係者

学 識 経 験 者

〔任　期〕　令和５年７月１日から令和７年６月３０日まで
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定第３号議案   

 

代決処分の承認を求める件 

 

鹿児島市立小中学校区審議会委員の解嘱及び委嘱について、鹿児島市教育委員会事務委任等

規則第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり代決したので、同条第２項の規定により、こ

れを報告し、その承認を求める。 

 

   令和７年４月２４日               提 出 

                           鹿児島市教育委員会 

教育長 原之園 哲哉 

 

                    記 

 

 

〔解 嘱〕   令和７年３月３１日付 

池田 浩 （前：和田小学校長） 

元野 弘 （前：鴨池中学校長） 

塘 正平 （前：市民局市民文化部市民課長） 

 

〔理 由〕   人事異動に伴う解嘱 

 

 

 

 

〔委 嘱〕   令和７年４月１日付 

           中村 武司 （中山小学校長） 

           山下 久美子 （皇徳寺中学校長） 

         瀬戸口 満 （市民局市民文化部市民課長） 

 

  〔任 期〕   令和７年６月３０日まで 

 

  〔理 由〕   人事異動に伴う後任委員の委嘱 
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（参 照） 
 
１ 鹿児島市教育委員会事務委任等規則（抜粋） 

 （代決） 

第４条 教育長は、緊急止むを得ないときは、第２条各号の教育委員会の権限に属する事務を 

代行することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により教育委員会の権限に属する事務を代行したときは、すみやか

に教育委員会に報告し、その承認を受けなければならない。 

    

 

 ２ 鹿児島市立小中学校区審議会条例（抜粋） 

 （設置） 

第１条 市立小中学校の校区について調査審議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７ 

号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、鹿児島市立小中学校区審議会（以下「審議会」 

という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、鹿児島市教育委員会（以下「委員会」という。）の諮問に応じ、鹿児島市

立小学校及び中学校に就学する児童及び生徒の校区の設定又は改廃に関する事項を調査審議

し、その結果を委員会に答申する。 

 （組織） 

第３条 審議会は、１５人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから委員会が任命する。 

 (1) 学識経験者 

 (2) 小学校及び中学校のＰＴＡを代表する者 

 (3) 小学校長及び中学校長 

 (4) 市長部局の職員 

 (5) その他委員会が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、１年とする。ただし、再任されることを妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
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構　　　　成 氏　　　　名 所　　属　・　職　　名

元 村 美 起 子 市地域婦人会連絡協議会書記

坂 尾 加 代 子 市あいご会連合会監事

池 田 俊 彦 鹿児島女子短期大学附属かもめ幼稚園長

西 ゆ う 子 鹿児島家庭裁判所調停委員

有 倉 巳 幸 鹿児島大学法文教育学域教育学系教授

濱 沖 敢 太 郎 鹿児島大学法文教育学域教育学系講師

田 淵 千 春 市ＰＴＡ連合会副会長

川 添 啓 子 市ＰＴＡ連合会副会長

中 村 武 司
（ 前 ： 池 田 浩 ）

中山小学校長
（前：和田小学校長）

山 下 久 美 子
（ 前 ： 元 野 弘 ）

皇徳寺中学校長
（前：鴨池中学校長）

瀬 戸 口 満
（ 前 ： 塘 正 平 ）

市民局市民文化部市民課長

上 野 仁 志 建設局都市計画部土地利用調整課長

〔任　期〕　令和６年７月１日から令和７年６月３０日まで

※網掛けの小・中学校長、市長部局職員の委員の任期は、

令和７年４月１日から令和７年６月３０日まで（前任者の残任期間）

〔理　由〕　人事異動に伴う解嘱及び後任委員の委嘱

〔女性委員の割合〕 50.0%

鹿児島市立小中学校区審議会委員名簿（案）

学 識 経 験 者

小 ・ 中 学 校
Ｐ Ｔ Ａ 代 表

小 ・ 中
学 校 長

市長部局職員
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定第４号議案 

 

代決処分の承認を求める件 

 

鹿児島市特別支援教育審議会委員の解嘱及び委嘱について、鹿児島市教育委員会事務委任等

規則第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり代決したので、同条第２項の規定により、こ

れを報告し、その承認を求める。 

 

   令和７年４月２４日               提 出 

                           鹿児島市教育委員会 

教育長 原之園 哲哉 

 

                    記 

 

 

〔解 嘱〕   令和７年３月３１日付 

山田 良枝  （前：県立武岡台特別支援学校教諭） 

 

〔理 由〕   定年退職に伴う解嘱   

 

 

〔委 嘱〕   令和７年４月１日付 

榎本 博  （県立武岡台特別支援学校教諭） 

 

  〔任 期〕   令和７年４月３０日まで 

 

〔理 由〕   欠員に伴う後任委員の委嘱  
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（参 照） 

 

１ 鹿児島市教育委員会事務委任等規則（抜粋） 

 

 （代決） 

第４条 教育長は、緊急止むを得ないときは、第２条各号の教育委員会の権限に属する事務を 

代行することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により教育委員会の権限に属する事務を代行したときは、すみやか

に教育委員会に報告し、その承認を受けなければならない。 

    

 ２ 鹿児島市特別支援教育審議会条例（抜 

 （設置） 

第１条 障害等により特別な支援を必要とする幼児及び児童生徒（以下「児童等」という。）

の適切な就学を図るとともに、就学後の一貫した支援について助言を行うため、鹿児島市特

別支援教育審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、特別な支援を必要とする児童等の教育に関する専門的な知識及び経験を有する者

のうちから教育委員会が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

  

11



鹿児島市特別支援教育審議会委員名簿（案） 
 

構 成 氏  名 所 属・職 名 

学 識 経 験 者 

楠 生   亮 鹿児島市立病院感染制御部長 

橋 口   知 鹿児島大学法文教育学域教育学系教授 

島   義 弘 鹿児島大学法文教育学域教育学系准教授 

餅 原  尚 子 鹿児島純心大学大学院人間科学研究科教授 

福 田  雅 紀 辻ヶ丘幼稚園長 

小 ・ 中 学 校 長 

内 薗  博 之 向陽小学校長 

益 満  裕 美 星峯中学校長 

特別支援学級担任 

児 島  佳 子 鹿児島玉龍中学校教諭 

川 尻  友 美 桜丘中学校教諭 

溝 上  茂 樹 原良小学校教諭 

特 別 支 援 学 校 

堀之内 恵司 県立鹿児島特別支援学校長 

鳥 居  睦 代 県立鹿児島聾学校教諭 

榎 本   博 

（前：山田 良枝） 

県立武岡台特別支援学校教諭 

（前：県立武岡台特別支援学校教諭） 

相 談 機 関 山 口  恭 史 県こども総合療育センター支援部長 

福 祉 施 設 水流 かおる 
社会福祉法人落穂会 

障害者支援施設あさひが丘統括副施設長 

 

〔任期〕令和６年５月１日から令和８年４月３０日まで 

※網掛けの委員の任期は、令和７年４月１日から令和８年４月３０日まで（前任者の残任期間） 

〔理由〕令和７年４月１日付け 定年退職に伴う解職に伴い、新たに委嘱するもの 

〔女性委員の割合〕４０.０％ 
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定第５号議案 

 

   代決処分の承認を求める件 

 

 鹿児島市社会教育委員の解嘱及び委嘱について、鹿児島市教育委員会事務委任等規則第４条

第１項の規定に基づき、下記のとおり代決したので、同条第２項の規定により、これを報告

し、その承認を求める。 

 

   令和７年４月２４日                提 出 

                           鹿児島市教育委員会 

                           教育長 原之園 哲哉 

 

記 
 〔解 嘱〕    令和７年３月３１日付 

           日髙 京美 （前：市小学校長代表） 

           阿多 威文 （前：市立高等学校長代表）            

〔理 由〕    人事異動に伴う解嘱 

 

〔解 嘱〕    令和７年３月３１日付 

           内 真奈美 （前：市中学校長代表） 

〔理 由〕    市中学校長会担当変更に伴う解嘱 

 

 

 

〔委 嘱〕    令和７年４月 1 日付 

          下屋敷 由貴子（市小学校長代表） 

          川上 隆博  （市立高等学校長代表）         

〔任 期〕    令和７年６月３０日まで 

〔理 由〕    人事異動に伴う後任委員の委嘱 

 

〔委 嘱〕    令和７年４月 1 日付 

          肥後 昭文  （市中学校長代表）         

〔任 期〕    令和７年６月３０日まで 

〔理 由〕    市校長会担当変更に伴う後任委員の委嘱 
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（参 照） 

 

１ 鹿児島市教育委員会事務委任等規則（抜粋） 

 （代決） 

第４条 教育長は、緊急やむを得ないときは、第２条各号の教育委員会の権限に属する事務を

代行することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により教育委員会の権限に属する事務を代行したときは、すみやか

に教育委員会に報告し、その承認を受けなければならない。 

 

２ 社会教育法（抜粋） 

（社会教育委員の設置） 

第１５条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 

２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。 

（社会教育委員の委嘱の基準等） 

第１８条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関し必要な事項は、

当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会教育委員の委嘱の基準について

は、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

 

３ 鹿児島市社会教育委員条例（抜粋） 

（設置）  

第１条 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１５条第１項の規定に基づき、本市に社

会教育委員（以下「委員」という。）を置く。 

（委嘱の基準） 

第２条 委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並び

に学識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱する。 

（定数） 

第３条 委員の定数は２０人以内とする。 

（任期） 

第４条 委員の任期は１年とする。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。 
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構　　　　成 氏　　　　名 所　　属　・　職　　名

小    磯       誠 市私立幼稚園協会　理事（すみれ幼稚園長）

下 屋 敷    由 貴 子
 （前：日髙　京美）

市小学校長代表（西紫原小学校長）
【前：小学校長代表（中郡小学校）】

  肥　　後 　 昭　  文　
   （前：内　真奈美）

市中学校長代表（紫原中学校長）
【前：市中学校長代表（緑丘中学校）】

川　　上　　隆　　博
（前：阿多　威文）

市立高等学校長代表（鹿児島玉龍高等学校）
【前：市立高等学校長代表（鹿児島玉龍高等学校）】

須    部    貴    之
のきさき市鹿児島騎射場主宰
（KISYABAREE代表）

郡　　山　　裕　　子 地域学校協働活動吉野・牟礼岡本部　地域学校協働活動推進員

柿　  元    ま り 子 市あいご会連合会　副会長

仮    屋    慶    一 JICA九州センター デスク鹿児島 国際協力推進員

元　　村　　美 起 子 市地域婦人会連絡協議会　書記

原　  田　  美　  鈴 鹿児島市生活学校運動連絡会　会長

川　　添　　啓　　子 市ＰＴＡ連合会　副会長

田　　實　　澄　　恵 マラカスの会　代表

有　　馬　　尚　　美 てんまち文庫　代表

亀    井    愛    子 喜入子育てコミュニティＫＡＤＡＮ　会長

尾 ノ 上　　優　　二 市社会福祉協議会　常務理事

中    村    一    則 県教職員組合鹿児島地区　支部長

森    木    朋    佳 鹿児島純心女子短期大学生活学科　准教授

農    中       至 鹿児島大学法文教育学域法文学系法文学部　准教授

内    山       仁 鹿児島国際大学国際文化学部　准教授

平    川    順 一 朗 南日本新聞社　編集局長

※網掛けの委員の任期は、令和7年4月1日から令和7年6月30日まで（前任者の残任期間）

〔理　由〕　人事異動満了に伴う解職及び後任委員の委嘱

〔女性委員の割合〕　50 .0％

鹿児島市社会教育委員名簿（案）

学 校 教 育
関 係 者

社 会 教 育
関 係 者

家 庭 教 育
関 係 者

学 識
経 験 者

〔任　期〕　令和６年７月１日から令和７年６月３０日まで
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定第６号議案 

 

   代決処分の承認を求める件 

 

 鹿児島市公民館運営審議会委員の解嘱及び委嘱について、鹿児島市教育委員会事務委任等規

則第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり代決したので、同条第２項の規定により、これ

を報告し、その承認を求める。 

 

   令和７年４月２４日                  提 出 

                           鹿児島市教育委員会 

                           教育長 原之園 哲哉 

 

記 
 〔解 嘱〕    令和７年３月３１日付 

           原口 雅也  （前：大龍小学校長） 

           日髙 京美  （前：中郡小学校長） 

           界   敏則  （前：原良小学校長） 

           伊東 智志  （前：錫山小・中学校長） 

           吉 峯  進  （前：西谷山小学校長） 

           古石 美紀  （前：吉野小学校教頭） 

           堀之内 尚史  （前：伊敷小学校長） 

           杉木 正一郎  （前：武小学校長） 

           吉松 公一  （前：牟礼岡小学校長） 

           鮫 島  讓  （前：吉田北中学校長） 

           山里 浩美  （前：花尾小学校長） 

 

〔理 由〕    人事異動に伴う解嘱 

 

 

〔委 嘱〕    令和７年４月 1 日付 

          中村 智子  （大龍小学校長） 

          濱崎 忠雄  （中郡小学校長） 

          新屋 公彦  （原良小学校長） 

          桑原 千恵子  （鈴山小・中学校長） 

          坂之上 辰志  （谷山小学校長） 

          東  幸 枝  （吉野東小学校教頭） 

          当房 孝子  （伊敷小学校長） 
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          西國原 学  （武小学校長） 

          野口 貴弘  （本名小学校長） 

          平 田  睦  （吉田南中学校長） 

          星山 由美子  （南方小学校教頭） 

 

〔任 期〕    令和７年５月３１日まで 

 

〔理 由〕    人事異動に伴う後任委員の委嘱 
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（参  照） 

 

１ 鹿児島市教育委員会事務委任等規則（抜粋） 

（代決） 

第４条 教育長は、緊急止むを得ないときは、第２条各号の教育委員会の権限に属する事務を

代行することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により教育委員会の権限に属する事務を代行したときは、すみやか

に教育委員会に報告し、その承認を受けなければならない。 

 

２ 社会教育法（抜粋） 

（公民館運営審議会） 

第２９条 公民館に公民館運営審議会を置くことができる。 

２ 公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につき調

査審議するものとする。 

第３０条 市町村の設置する公民館にあつては、公民館運営審議会の委員は、当該市町村の教

育委員会（特定公民館に置く公民館運営審議会の委員にあつては、当該市町村の長）が委嘱

する。 

２ 前項の公民館運営審議会の委員の委嘱の基準、定数及び任期その他当該公民館運営審議会

に関し必要な事項は、当該市町村の条例で定める。この場合において、委員の委嘱の基準に

ついては、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

 

３ 鹿児島市公民館条例（抜粋） 

（審議会の設置） 

第１１条 館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につき調査審議するため、

公民館ごとに公民館運営審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 (委嘱の基準) 

第１２条 審議会の委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を

行う者並びに学識経験のある者の中から、教育委員会が委嘱する。 

（定数） 

第１３条 審議会の委員の定数は、１５人以内とする。 

（任期） 

第１４条 審議会の委員の任期は、１年とする。ただし、再任されることができる。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  
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構　　　　成 氏　　　　名 所　　属　・　職　　名

 中  　村 　　智　 子
（前：原口　雅也）

大龍小学校長
（前：大龍小学校長）

 岩　　𦚰　　 勝    広 甲南中学校長

 宇    都　   大    作 市芸術文化協会理事

 中    村   　智    貴 城南校区まちづくり協議会きぼう部会長

 足    立     一    代 坂元台校区スポーツ推進委員

 益    山　   佳 奈 子 坂元校区家庭教育関係者代表

 伊  　藤     ユ    リ 山下校区家庭教育関係者代表

 德    永     信    代 清水地区民生委員・児童委員

9
人

学 識 経 験 者  新    原     市    郎 松原地域コミュニティ協議会長

濱    崎　   忠    雄
（前：日髙　京美）

中郡小学校長
（前：中郡小学校長）

 松    本　      遵 西紫原中学校長

 出 水 沢　   真 由 美 宇宿校区コミュニティ協議会事務局職員

 原  　田　 　加 代 子 向陽校区まちづくり協議会事務局職員

 福 司 山　   美 穂 子 紫原校区まちづくり協議会社会教育部長

 中    﨑　   啓    文 鴨池小学校ＰＴＡ会長

 大    脇     麻 記 子 荒田校区コミュニティ協議会家庭教育代表

 有    村     絹    子 八幡地区民生委員・児童委員

9
人

学 識 経 験 者  小　　城　　 和    臣 南校区コミュニティ協議会長

鴨
　
　
池
　
　
公
　
　
民
　
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者

家 庭 教 育 関 係 者

鹿児島市公民館運営審議会員名簿(案)

中
　
　
央
　
　
公
　
　
民
　
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者

家 庭 教 育 関 係 者
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 新　　屋　　 公    彦 
（前：界　敏則）

原良小学校長
（前：原良小学校長）

 森    園      　守 明和中学校長

社 会 教 育 関 係 者  三    橋     雪    子 自主学習グループ連絡会会計

 松    永　   久    子 草牟田地区民生委員

 豊    平　   ル ミ 子 西田地区主任児童委員

 福    元   　直    子 明和地区主任児童委員

7
人

学 識 経 験 者  髙    﨑     良    一 元西田小学校長

 桑　　原　　 千 恵 子
（前：伊東　智志）

錫山小・中学校長
（前：錫山小・中学校長）

 坂 之 上　   辰    志
（前：𠮷峯　進）

谷山小学校長
（前：西谷山小学校長）

 鬼    丸  　 の り 子 谷山地域各流連合華道連絡会会員

 中    脇     公    英 東谷山校区スポーツ推進委員

 間 世 田   　吉    宣 福平コミュニティ協議会副会長

 野    田　   百 合 子 谷山校区女性学級長

 熊    澤　   佳    子 錦江台小学校学校評議員

 柿    元　   ま り 子 和田校区あいご協議会長

9
人

学 識 経 験 者  内    山      　仁 鹿児島国際大学国際文化学部准教授

学 校 教 育 関 係 者
　　東　　　　幸　　枝 

（前：古石　美紀）
吉野東小学校教頭
（前：吉野小学校教頭）

社 会 教 育 関 係 者  長    野     俊    之 吉野東まちづくり協議会事務局長

 栗    田     誠    一 スポーツ推進委員協議会会長

 村    山　   ミ ユ キ 大明丘地区民生委員・児童委員

 山    内　   奈    子 吉野東中学校ＰＴＡ副会長

6
人

学 識 経 験 者  中    馬     道    則 元中洲小学校長

城
　
　
西
　
　
公
　
　
民
　
　
館

学 校 教 育 関 係 者

家 庭 教 育 関 係 者

谷
　
　
山
　
　
市
　
　
民
　
　
会
　
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者

家 庭 教 育 関 係 者

吉
　
野
　
公
　
民
　
館

家 庭 教 育 関 係 者
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 当    房     孝    子
 （前：堀之内　尚史）

伊敷小学校長
（前：伊敷小学校長）

    内      　真 奈 美 緑丘中学校長

 岩    下　   ひ ろ み 花野校区コミュニティ協議会事務局職員

 増    田     恵 津 子 玉江校区コミュニティ協議会事務局職員

 井    出     俊    郎
伊敷台校区夢の里まちづくり協議会青少年育成
部長

家 庭 教 育 関 係 者  宮    下     未    来 犬迫児童クラブ会長

7
人

学 識 経 験 者  福    山        久 前小山田校区まちづくり協議会会長

 西 國 原      　学
 （前：杉木　正一郎）

武小学校長
（前：武小学校長）

 山　　下　　 信    久 西陵中学校長

 本    山   　惠    子 武・田上地域女性団体連絡会会長

 三    枝   　直    美 武・田上地域スポーツ推進委員協議会副会長

 田    中　   の り 子 武岡コミュニティ協議会社会教育部会長

家 庭 教 育 関 係 者  平    原     庸    子 広木地区民生委員・児童委員協議会会長

7
人

学 識 経 験 者  今 別 府   　   勉 元山田小学校長

学 校 教 育 関 係 者     角        和    重 東桜島中学校長

社 会 教 育 関 係 者  松    元   　千 代 子 黒神校区女性学級長

家 庭 教 育 関 係 者  中    村   　美 江 子 東桜島校区あいご会役員

4
人

学 識 経 験 者  岩    元   　益    男 改新地域コミュニティ協議会会長

 野    口     貴    弘 
（前：吉松　公一）

本名小学校長
（前：牟礼岡小学校長）

 平    田        睦 
（前：鮫島　讓）

吉田南中学校長
（前：吉田北中学校長）

 北    園   　順    子 宮校区あいご主事

 山    王   　芳    子 自主学習グループ連絡会副会長

家 庭 教 育 関 係 者  北    園        綾 本名小学校ＰＴＡ副会長

6
人

学 識 経 験 者  原    田   　美    鈴 鹿児島市生活学校運動連絡会長

武
　
・
　
田
　
上
　
公
　
民
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者

伊
　
敷
　
公
　
民
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者

東

桜

島

公

民

館

吉
　
田
　
公
　
民
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者
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学 校 教 育 関 係 者  寺    田     あ ゆ み 桜島中学校教諭

 田    中     江 利 子 桜峰校区コミュニティ協議会事務局書記・会計

 山    下   　彰    太 桜洲赤水地区前体育部長

 大    村　      瑛
桜峰校区コミュニティ協議会イベント部会長
（ＮＰＯ法人桜島ミュージアム）

家 庭 教 育 関 係 者  濵    田　   江    美 桜洲小親子読書会さくらんぼ元代表

6
人

学 識 経 験 者  　 林　　　　康　　裕 社会福祉協議会桜島支部長

 岡　　元　　 次　　郎 喜入中学校長

 前    田     久　　之 中名小学校教頭

 有    村   　節    子 前之浜校区女性学級長

 中    村   　浩    美 自主学習グループ連絡会会長

家 庭 教 育 関 係 者  宮    原　   真    弓 生見保育園長

6
人

学 識 経 験 者  春    田     博    明 喜入校区まちづくり協議会長

学 校 教 育 関 係 者  五 反 田     晴    夫 松元中学校長

 田    實   　澄    恵 県ＰＴＡ連合会副会長

 大    迫　   ま ど か 松元校区まちづくり協議会事務局職員

 神    園   　裕 理 香 東昌児童クラブ支援員

 坂    上     竜    次
社会福祉法人みらい育心会理事長
（ＮＰＯ法人たけのこキッズ理事長）

6
人

学 識 経 験 者  川    原　   正    一 教育カウンセラー

学 校 教 育 関 係 者
 星    山     由 美 子 

（前：山里　浩美）
南方小学校教頭
（前：花尾小学校長）

 山    下     久    代 ひとっ葉劇団こいやま会員

 愛    甲     悦    子 自主学習グループ連絡協議会長

 貴    島     直    子 花尾地域家庭教育関係者代表

 安    樂 　  進 一 郎 郡山地域コミュニティ協議会長

6
人

学 識 経 験 者  中　　村　   　 哲 自主学習グループ講師

桜
　
島
　
公
　
民
　
館

社 会 教 育 関 係 者

喜
　
入
　
公
　
民
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者

松
　
元
　
公
　
民
　
館

社 会 教 育 関 係 者

家 庭 教 育 関 係 者

郡
　
山
　
公
　
民
　
館

社 会 教 育 関 係 者

家 庭 教 育 関 係 者
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 田　　中   　省   一 桜丘西小学校長

 山    下     久 美 子 皇徳寺中学校長

 堂    滿　   弘    光 中山校区まちづくり協議会長

 米    森   　玲    子 公民館講座講師

 小    野     伸    子 自主学習グループ連絡会副会長

 吉    永   　ま ゆ み 読書グループ「こだま」代表

家 庭 教 育 関 係 者  大    保   　辰    美 つばき幼稚園理事長

8
人

学 識 経 験 者  小    倉     敏    郎 元谷山北公民館長

【計96人】

〔任　期〕　令和６年６月１日から令和７年５月３１日まで

※網掛けの委員の任期は、令和7年4月1日から令和7年５月31日まで（前任者の残任期間）

〔理　由〕　人事異動満了に伴う解職及び後任委員の委嘱

〔女性委員の割合〕　59.6％

　
谷
　
山
　
北
　
公
　
民
　
館

学 校 教 育 関 係 者

社 会 教 育 関 係 者

23



 定第７号議案 

 

   代決処分の承認を求める件 

 

鹿児島市立少年自然の家運営協議会委員の解職又は解任及び委嘱又は任命について、鹿児島

市教育委員会事務委任等規則第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり代決したので、同条

第２項の規定により、これを報告し、その承認を求める。 

 

   令和７年４月２４日               提 出 

                           鹿児島市教育委員会 

                           教育長 原之園 哲哉 

 

                    記 

 

 

〔解嘱又は解任〕令和７年３月３１日付 

         山下 久美子（前：皇徳寺中学校長） 

         鶴田 紋太郎 (前：教育委員会事務局教育部学務課長) 

         西國原 学  (前：教育委員会事務局教育部生涯学習課長) 

 

〔理 由〕   人事異動に伴う解嘱又は解任 

 

 

 

〔委嘱又は任命〕令和 7 年４月１日付 

         田中 準章 （吉野東中学校長） 

         山元 卓也 （教育委員会事務局教育部学務課長) 

中村 一成 （教育委員会事務局教育部生涯学習課長) 

 

  〔任 期〕   令和 7 年４月３０日まで 

 

  〔理 由〕   人事異動に伴う後任委員の委嘱又は任命 
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（参  照） 

 

１ 鹿児島市教育委員会事務委任等規則（抜粋） 

（代決） 

第４条 教育長は、緊急止むを得ないときは、第２条各号の教育委員会の権限に属する事務を

代行することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により教育委員会の権限に属する事務を代行したときは、すみやか

に教育委員会に報告し、その承認を受けなければならない。 

 

 

 ２ 鹿児島市立少年自然の家条例（抜粋） 

 （協議会） 

第１１条 少年自然の家の適正な運営を図るため、鹿児島市立少年自然の家運営協議会（以下

「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、教育委員会の諮問に応じ、少年自然の家の運営について協議する。 

３ 協議会は、２０人以内の委員で組織し、その委員は、教育委員会が任命又は委嘱する。 

４ 協議会の委員の任期は、１年とする。ただし、再任されることができる。 

５ 協議会の委員が欠けた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 略す 

 

 

 ３ 鹿児島市立少年自然の家条例施行規則（抜粋） 

 （協議会の委員） 

第１０条 鹿児島市立少年自然の家運営協議会（以下「協議会」という。）の委員は、次の各

号に掲げる者のうちから教育委員会が任命又は委嘱する。 

 (1) 小・中学校及び高等学校を代表する者 

 (2) 教職員団体を代表する者 

 (3) 社会教育関係団体を代表する者 

 (4) 学識経験者 

 (5) 教育委員会事務局職員 

 (6) その他教育委員会が必要と認める者 
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構 成 氏 名 所 属 ・ 職 名

中 村 宗 義
和田小学校長
(前：坂元小学校長）

田 中 準 章
(前：山下 久美 子)

吉野東中学校長
(前：皇徳寺中学校長)

堀 之 内 尚 郎 鹿児島商業高等学校長

教 職 員 団 体
代 表

前 田 庸 介 県教職員組合鹿児島地区支部書記長

川 添 啓 子 市ＰＴＡ連合会副会長

井 出 俊 郎 市スポーツ少年団指導者協議会会長

佐 藤 秀 子 ボーイスカウト鹿児島第２団委員長

盛 山 治 美 ガールスカウト鹿児島県第７団年長部門リーダー

南 静 乃 市あいご会連合会監事

東 靖 子 市保育園協会理事

浜 崎 眞 美 鹿児島女子短期大学教授

福 満 博 隆 鹿児島大学総合科学域総合教育学系准教授

山 元 卓 也
(前：鶴田 紋太 郎)

教育委員会事務局教育部学務課長
(前：教育委員会事務局教育部学務課長)

竹 下 直 大 教育委員会事務局教育部学校教育課長

中 村 一 成
（ 前 ： 西 國 原 学 )

教育委員会事務局教育部生涯学習課長
(前：教育委員会事務局教育部生涯学習課長)

吉 元 利 裕
教育委員会事務局教育部児童生徒支援課長
(前：教育委員会事務局教育部青少年課長)

〔任　期〕　令和７年４月１日から令和７年４月３０日まで

〔理　由〕　人事異動に伴う解嘱又は解任及び後任委員の委嘱又は任命

〔女性委員の割合〕　 37.5%

教 育 委 員 会
事 務 局 職 員

鹿児島市立少年自然の家運営協議会委員名簿（案）

小・中・高等
学 校 代 表

社会教育関係
団 体 代 表

学 識 経 験 者
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第８号議案 

 

   代決処分の承認を求める件 

 

鹿児島市立学校給食センター運営審議会委員の解嘱及び委嘱について、鹿児島市教育委員会

事務委任等規則第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり代決したので、同条第２項の規定

により、これを報告し、その承認を求める。 

 

   令和７年４月２４日               提 出 

                           鹿児島市教育委員会 

                           教育長 原之園 哲哉 

 

                    記 

 

 

〔解 嘱〕   令和７年３月３１日付 

         伊口 秀樹  （前：紫原中学校長） 

         井之元 菜瑚 （前：東谷山小学校教諭） 

         濵田 智美  （前：本名小学校教諭） 

         山﨑 歌織  （前：鹿児島女子短期大学教授） 

 

〔理 由〕   人事異動に伴う解嘱 

 

 

 

 

〔委 嘱〕   令和７年４月１日付 

         肥後 昭文  （紫原中学校長） 

坂口 菜々美 （東谷山小学校教諭） 

上田 結水  （本名小学校教諭） 

児玉 むつみ （鹿児島女子短期大学准教授） 

 

  〔任 期〕   令和７年６月３０日まで 

 

  〔理 由〕   人事異動に伴う後任委員の委嘱 
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（参  照） 

 

１ 鹿児島市教育委員会事務委任等規則（抜粋） 

（代決） 

第４条 教育長は、緊急止むを得ないときは、第２条各号の教育委員会の権限に属する事務を

代行することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により教育委員会の権限に属する事務を代行したときは、すみやか

に教育委員会に報告し、その承認を受けなければならない。 

 

 

２ 鹿児島市立学校給食センター条例（抜粋） 

 （運営審議会） 

第５条 学校給食センターに鹿児島市立学校給食センター運営審議会（以下「運営審議会」と

いう。）を置く。 

２ 運営審議会は、学校給食センターの運営について審議する。 

３ 運営審議会の委員は、鹿児島市教育委員会が任命し、又は委嘱する。 

 

 

３ 鹿児島市立学校給食センター条例施行規則（抜粋） 

 （運営審議委員） 

第３条 運営審議会の委員は、１８名以内とし次の各号に掲げる者のうちから任命し又は委嘱

する。 

(1) 市立学校の校長及び教職員 

(2) 市学校保健会会長 

(3) ＰＴＡ代表者 

(4) 学識経験者 

(5) 衛生管理機関の代表者 

(6) その他教育委員会が必要と認める者 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、１年とする。ただし、再任されることを妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

  

28



 

  

構　　　　成 氏　　　　名

肥 後 昭 文
（ 前 ： 伊 口 秀 樹 ）

　紫原中学校長
　（前：紫原中学校長）

菊 谷 俊 一 　大明丘小学校長

坂 口 菜 々 美
（ 前 ： 井 之 元 菜 瑚 ）

　東谷山小学校教諭
　（前：東谷山小学校教諭）

上 田 結 水
（ 前 ： 濵 田 智 美 ）

　本名小学校教諭
　（前：本名小学校教諭）

新 元 佳 代 　吉野中学校教諭

三 垣 実 樹 子 　城西中学校教諭

大 重 小 竹 代 　郡山中学校教諭

市 学 校 保 健 会 会 長 上 ノ 町 仁 　市学校保健会会長

早 野 高 敏 　広木小学校ＰＴＡ会長

河 野 美 里 　中名小学校ＰＴＡ会長

窪 健 太 郎 　西陵中学校ＰＴＡ会長

吉 村 恭 子 　伊敷中学校ＰＴＡ副会長

藤 元 裕 司 　谷山北中学校ＰＴＡ会長

桑 畑 慎 一 　松元中学校ＰＴＡ会長

進 藤 智 子 　鹿児島純心女子短期大学准教授

児 玉 む つ み
（ 前 ： 山 﨑 歌 織 ）

　鹿児島女子短期大学准教授
　（前：鹿児島女子短期大学教授）

衛 生 管 理 機 関 の
代 表 者

新 小 田 雄 一 　市保健所長

そ の 他 教育 委員 会が
必 要 と 認 め る 者

山 口 伸 一
　教育委員会事務局教育部
  保健体育課長

〔任　期〕　令和６年７月１日から令和７年６月３０日まで

※網掛けの委員は、令和７年４月１日から令和７年６月３０日まで（前任者の残任期間）

〔理　由〕　人事異動に伴い、解嘱及び委嘱するもの

〔女性委員の割合〕　50.0％

鹿児島市立学校給食センター運営審議会委員名簿（案）

所　　属　・　職　　名

市 立 学 校 の 校 長
及 び 教 職 員

Ｐ Ｔ Ａ 代 表 者

学 識 経 験 者
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新１年生見学パスポートについて 

 

  ① 趣旨  

新１年生の入学を祝うとともに、早い機会に子どもたちの自然・科学・文化・美術・

歴史等への関心と興味を高め、各施設に慣れ親しむ契機となるよう入館料等を免除する。 

  ② 対象施設 

     科学館、かごしま近代文学館、かごしまメルヘン館、ふるさと考古歴史館、 

異人館、美術館、西郷南洲顕彰館、かごしま文化工芸村、維新ふるさと館、 

鴨池海づり公園、桜島海づり公園、平川動物公園、かごしま水族館 

③ 有効期限 令和７年４月１日～８月３１日 

④ 対象者 約５,３００人 （市内の国立・市立・私立小学校の新１年生） 

 

 

  

報告事項（１） 

見 本 

見 本 
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令和６年度市立高等学校活性化委員会における意見の集約について 

 
 令和７年３月 31 日  

 鹿児島市教育委員会教育長 殿 

                                              市立高等学校活性化委員会 

                                               委 員 長  大 坪  治 彦 

 

令和６年度 市立高等学校活性化委員会における意見の集約 

 

 本年度３回実施した本委員会での意見等につきまして、以下のように集約いたしました。 

 

 １ 実施３年目となる本委員会の意見も受けながら、市立三高がそれぞれの学校課題に応じ

た取組を講じ、活性化を図っている様子が会の中で報告され、各委員から今後の取組等に

ついて、以下のような意見や要望が出された。 
 

玉龍高校・・・中高一貫教育を活かした特色ある教育実践の更なる充実を目指し、県外

先進校を視察した。その取組を玉龍中・高校の教育課程に反映することに

ついても検討してみたい。今後は、その結果などを踏まえ、さらなる活性

化を図るとともに、グローカルな視点をもった海外の学校との連携や探究

学習の充実など、よりスケールの大きな教育活動に取り組んでほしい。 
 

商業高校・・・男女共学化により、多様な価値観や能力、そして優れた個性をもつ生徒

が集まった。授業でも活発に意見交換がなされる等、学校行事においても

大いに活性化が図られ、魅力ある学校を発信することができた。今後も、

次年度からの鹿屋体育大学と連携協定等を生かし、新たな学びへの基盤づ

くりを進めてほしい。 
 

女子高校・・・本委員会での意見・要望等も踏まえ、取り組まれた学科再編については、

各学科の学習内容を整理し、卒業後を見越したキャリアパスを明確に打ち

出し、学科再編を行うことができた。今後は、学科再編で志願者増加につ

ながるか、学科再編の結果を検証しながらも、女性が活躍する時代を踏ま

えた、県内外における女性リーダーの人材を育成するような取組を期待し

たい。 
 

 ２ この３年で、市立三高の活性化策について、学科再編、男女共学化、自己推薦制度の導

入等、市立ならではのフットワークのよさを生かして、大きく前進させることができた。 

  次年度以降は、これらの手立ての効果等について、しっかりと検証する必要がある。 

さらに、中高一貫教育を発展的に推進するための中等教育学校の可能性や職員定数増に

より手厚い指導をめざす単位制導入についても協議したい。 
 

３ 今後も、特色を前面に出す中で、本委員会の意見も参考にし、市教育委員会と連携しな

がら、更なる活性化策に取り組んでほしい。そのためには、各高校だけでなく、市教育委

員会の取組についても検証し、改善を重ねる体制が必要であることから、外部の意見を反

映できる本委員会は、今後も継続していただきたい。  

報告事項（２） 
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公立学校情報機器整備事業に係る各種計画の公表について 

【鹿児島市】 

端末整備・更新計画 

 令和 6 年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年
度 

① 児童生徒数 47,973 47,651 46,900 46,219 45,243 

② 予備機を含む 

整備上限台数 
55,168 55,168 54,095 53,414 52,438 

③ 整備台数 

(予備機を除く) 
0 31,981 6,950 9,040 0 

④ ③のうち 

基金事業によるもの 
0 31,981 6,950 9,040 0 

⑤ 累積更新率 0％ 66.67％ 83.01％ 100％ 100％ 

⑥ 予備機整備台数 0 7,195 0 0 0 

⑦ ⑥のうち 

基金事業によるもの 
0 7,195 0 0 0 

⑧ 予備機整備率 0％ 15％ 15％ 15％ 15％ 

※①~⑧は未到達年度にあたっては推定値を記入する 

（端末の整備・更新計画の考え方） 

 令和２年度に整備した端末は、令和７年度に更新する。令和３年度及び令和４年度に整
備した端末は、児童生徒数の増減を踏まえて、それぞれ令和８年度、令和９年度に更新す
る。予備機は、国の補助金上限の１５％を整備するものとする。 

 

（更新対象端末のリユース・リサイクル・処分について） 

〇 対象台数  当該年度の整備台数分  （令和７年度予定：31,981 台） 

〇 処分方法 

・ 再使用する端末については、データ消去を行った上で、スクールカウンセラーやソ
ーシャルワーカー等の業務用端末として活用することに加え、各学校の実態に応じて
活用することを検討している。なお、具体的には端末更新の際に詳細を定める。 

 ・ 再使用できない端末については、小型家電リサイクル法の認定事業者に再資源化を
委託する予定である。 

〇 端末のデータの消去方法 

 ・ 小型家電リサイクル法の認定事業者へ委託し、法令に則った方法で実施する。各学
校の実態に応じて再使用する端末については、教育委員会においてデータ消去を実施
する。 

〇 スケジュール（予定） 

  令和７年 ４月  事業者決定（端末調達に係る契約に含める） 

  令和７年 ９月  新規に整備した端末の使用開始 

  令和７年１０月  使用済み端末の事業者への引き渡し 

  令和７年１０月〜 各学校の実態に応じて活用する端末のデータ消去 

報告事項（３） 
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【鹿児島市】 

ネットワーク整備計画 

 

１ 必要なネットワーク速度が確保できている学校数、総学校数に占める割合（％） 

令和７年２月に当市で独自に実施した各学校のネットワーク調査において、「学校規

模ごとの当面の推奨帯域」(文部科学省 令和６年４月、以下推奨帯域)を満たす学校は

３８校、 

３２．５％であった。 

 

２ 必要なネットワーク速度の確保に向けたスケジュール 

(1)   ネットワークアセスメントによる課題特定 

      本市においては、ネットワークの状況（学校毎のトラフィック及びネットワーク機

器の稼働状況等）を常時監視するシステムを構築し、本市職員及び常駐のシステムエ

ンジニアによりリアルタイムに管理する環境を整えている。このことにより、推奨帯

域を満たしていない原因を特定できている。 

なお、ネットワークに異常が発生した際は、常時監視システムにより速やかに原因

を特定し、リモートによる一次対応を実施することで、短時間での障害等の復旧に努

めている。 

 

(2)  ネットワークアセスメントを踏まえた改善スケジュール 

   文科省の示す「学校規模ごとの当面の推奨帯域」の帯域確保に向けて、本市におい

て新たにサービスが開始される１０Ｇ（ＢＥ）回線の検証や複数の回線事業者との比

較検証を行ってきた。また、現在、校務系ネットワークと学習系ネットワークの統合

に向けた検討も進めているところである。 

 令和６年 ９月          大規模校（抽出）における複数の回線事業者 

の実証 

   令和６年１１月～令和７年 １月  大規模校（抽出）における１０Ｇ回線 

（ＢＥ）の実証 

   令和６年１２月～令和７年 ３月  中規模校（抽出）における回線事業者変更の 

実証※１Ｇ回線（ＢＥ） 

 

(3)   ネットワークアセスメントの実施等により、既に解決すべき課題が明らかになって

いる場合には、当該課題の解決方法と実施スケジュール 

   当市においては、既存回線の帯域について中規模以上の学校において、ユーザ体感

調査では問題ないものの、推奨帯域を満たしていないことが確認できている。このこ

とから、当市で行った検証結果をもとに、検証の分析や学校規模、事業者のサービス

展開地域、サービス開始時期等を考慮の上、実際のネットワークのトラフィック等を

分析しながら、各学校の規模等に応じた推奨帯域を満たすための回線事業者及び回線

契約の見直しを令和７年度内において検討する。  

   令和７年度     回線事業者及び回線契約の見直し 

   令和８年度以降   校務系ネットワークと学習系ネットワークの統合 
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【鹿児島市】 

校務ＤＸ計画 

 
１ 本市における校務ＤＸの進捗状況 
  令和６年度「ＧＩＧＡスクール構想下での校務ＤＸ化チェックリスト」の質問項目におい

て「半分以上がデジタル化している」と回答した学校の割合は、以下のとおり「ＦＡＸ・押
印の原則廃止」以外は、全て全国平均を上回っている。 
        ※デジタル庁「校務ＤＸの取組に関するダッシュボード」令和６年１２月 

大項目 中項目 重点項目 本市 全国 

教員と保護者間の連絡の
デジタル化 

欠席・遅刻・早退連絡  ８１％ ７６％ 
お便りの配信 

⑴ 
５６％ ４９％ 

調査・アンケートの実施 ６８％ ６１％ 

学校内の連絡のデジタル
化 

校内での資料共有 
⑵ 

７７％ ７６％ 
校内での情報共有 １００％ ７７％ 
調査・アンケートの実施  ７７％ ６７％ 

教員と児童生徒間のデジ
タル化 

各種連絡事項の配信 
 

３４％ ２８％ 
調査・アンケートの実施 ６７％ ５４％ 

その他 
ＦＡＸの原則廃止 

⑶ 
９％ ２３％ 

押印の原則廃止 ６％ ７％ 

 
２ 本市の重点項目と具体的な取組 

 重点項目 課題解決に向けた取組 

⑴ 

・クラウドサービスを活用した
「保護者から学校への提出資料

の受付」「保護者との日程調
整」の実施 

・オンライン研修会や管理職研修会における、
学習 e ポータル「まなびポケット」の保護者

向けデジタル連絡機能の周知 

⑵ 

・教職員一人一人のニーズ等に応

じた研修機会の更なる拡大 
・移動時間等、研修にかかる負担

の更なる軽減 

・オンライン及びハイフレックス型研修の拡大

等、クラウドを活用した研修会や授業研究会
等の多様かつ有効な実施方法の検討 

⑶ 

・学校のＦＡＸ対応 
・必要性や根拠を明確にした上で

の押印の原則廃止 

・ＦＡＸ利用については、クラウドサービス対
応に順次切り替え 

・押印については、県教育委員会と連携を図
り、システムの修正・設定変更等を含め、廃
止に向けた検討 

・校務における生成ＡＩの活用 ・「鹿児島市教育委員会～校務における生成Ａ
Ｉ活用事例集」 

 

３ 今後の検討事項 

⑴  次世代型校務支援システムの導入 
「校務系・学習系ネットワークの統合による円滑なデータ連携」、「校務支援システム

のクラウド化によるデータ連携・利活用」の方向性を踏まえた校務支援システムの整備に
向けた検討を行い、ネットワーク分離を必要としない認証によるアクセス制限を前提とし
たシステム構築を実現し、各種情報の不必要な入力作業の一掃に取り組むとともに、ロケ

ーションフリーで校務用端末を使用し、教職員のニーズに合わせた多様な働き方ができる
ようにする。 

⑵  教育データの利活用 

現在、利用しているデジタルドリルや学習 e ポータル「まなびポケット」に表示されて 
いるスタディログ・出欠情報及び「心の健康観察」「ニコニコチェック」等のライフロ 
グ等の教育データの活用の促進のためのダッシュボードの構築とその活用を図ることで、 

個別に最適化された学習支援や指導方法の改善に役立てる。 
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【鹿児島市】 

１人１台端末の利活用に係る計画 

 

１．１人１台端末を始めとするＩＣＴ環境によって実現を目指す学びの姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ＧＩＧＡ第１期の総括 

本市では、学習者用、指導者用タブレットの整備に加え、デジタルドリルやプログラミン

グ教材、情報モラル教材等を整備し、ＩＣＴ環境の整備と充実を図ってきた。 

 ＧＩＧＡスクール第１期において、学校での授業では、１人１人がタブレット端末を使っ

て互いの様々な考えや意見を電子黒板等を活用しながら共有して意見交換したり、自ら撮影

した画像やデジタル教材等を自らの考えを表現するために活用したりするなどの学習活動が

日常的に行われるようになっている。 

 また、学校だけでなく家庭や児童クラブにおいても、タブレット端末を持ち帰り、デジタ

ルドリルで自分の理解度に応じて主体的に学習に取り組むなど多様な場面での活用が進んで

いる。 

これらにより、本市の小・中学校の生徒の約９割が、タブレットを活用することで「分か

らなかったことがあった時に、すぐに調べることができる」、「友達と考えを共有したり比

べたりしやすくなる」と答えており、学習における一定の効果が認められている。 

             ※令和６年度「全国学力・学習状況調査（児童生徒質問紙）」 

ＧＩＧＡスクール第２期においては、第１期の成果を踏まえ、デジタルとアナログとのベ

ストミックスを図った教育実践の更なる積み上げに加え、全国学力学習状況調査結果を基

に、より向上を図るべき項目として授業における「自分で調べる場面」、「特性や理解度・

進度に合わせて課題に取り組む場面」等においても更なる効果的な活用が図られるようにす

る。 

 本市では、「第二次鹿児島市教育振興基本計画」に基づき、技術革新が一層進展し、変化の激

しい社会で児童生徒が成長していくために、１人１人の能力や特性に応じたきめ細かな指導を進

め、知識・技能を確実に習得させるとともに、それらを活用して課題を解決する思考力・判断

力・表現力等を育成する。 

 上記の目的のため、児童生徒が、自らの学びを自己調整しながら粘り強く取り組み、学びに向

かう力や自己効力感、やり抜く力等の自律的な学びに関する非認知能力も同時に高めていくこと

が重要であると考える。 

そこで、目指す学びの姿を以下のとおり設定する。 

児童生徒が主体的に学習課題、学習方法を設定、選択し、その解決に向けて粘り強く学びを進

めることができるようにするとともに、多様な他者と協働しながら自分の考えの質をより高めた

り、新たな課題を発見したりして、生涯にわたり自ら学びを進めていくことができるようする。 

 また、児童生徒が変化の激しい社会を主体的に生き抜き、持続可能な未来社会の創造に貢献で

きるよう、プログラミングや生成ＡＩ等のデジタル技術を、個々の課題を解決するために積極的

に活用するとともに、デジタル社会において適切な行動や判断を行う上で必要なデジタルシティ

ズンシップを身に付け、デジタルとアナログの両方の強みを理解した上で、個々の特性に応じて

これらの学習方略を使い分けることができるようにする。 
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 また、教育データや生成ＡＩの効果的な活用等が図られるようにしていく必要がある。 

 

３．１人１台端末の利活用方策 

ＧＩＧＡ第２期においては、以下の５つの視点から１人１台端末の効果的な利活用推進に

努めたい。 

⑴ 児童生徒が問題解決の際に、自分の特性や理解度・進度に応じて、デジタル教材やクラ

ウドツール等を選択して学びを深めていく授業モデルの創出と学習環境の更なる充実を図

る。 

⑵ リーディングＤＸスクールや市研究協力校等のモデル校等を中心に、児童生徒自身が学

習eポータル（まなびポケット）等において表示される学習データ等を活用して、自らの

学びを調整し、考えを深める実践事例等を創出し、市内小・中・高等学校で共有する。 

⑶ 国のガイドラインに基づきながら、児童生徒が生成ＡＩの仕組みや注意すべき点等を理

解した上で、生成ＡＩを適切に利用して、自己の学びや学習計画の作成に生かす授業実践

の研究と実践に努める。 

 ⑷ 端末を活用して、児童生徒の心や体調の変化を把握し、いじめや不登校の予兆を早期発

見・早期支援できるようにするとともに、日本語指導が必要な児童生徒及び障害のある児

童生徒等を含め、全ての児童生徒に対し、学びの幅を広げ、学習機会を保障する。 

 ⑸ プログラミング教育等の先進技術等に関する学習活動を充実しながら、デジタル社会に

おいて適切に行動し、活躍できるための児童生徒の情報活用能力の更なる育成を図る。 
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少年自然の家の食堂の食事代の改定について 

 

１ 改定の趣旨  

令和７年度の本所食堂での食事代については、令和６年度の食材等全般、特に米価の高騰

及び人件費の上昇により、既存の単価では質や量が維持できないことが予想された。 

そこで、食材や量の一部見直しも含めた食事代単価の改定を検討することとなり、近隣類

似の青少年社会教育施設の動向を確認し、下記の表のとおり食事代の改定を行った。 

 

２ 改定額等 

 (1) 改定額 

区  分 内  容 

食事料金（単価：円） 

現  行 
改定後（引上げ）単価 
（ ）は現行との差額 

食 
 

堂 

一  般 

朝  食 450 460 （10） 

昼  食 610 660 （50） 

夕  食 740 770 （30） 

弁  当 610 660 （50） 

幼  児 

朝  食 390 390 － 

昼  食 550 550 － 

夕  食 620 620 － 

弁  当 450 450 － 

野外炊飯 

朝  食 410 420 （10） 

カ レ ー 600 650 （50） 

豚  汁 600 650 （50） 

バーベキュー 980 利用者と食堂で直接相談 

(2) 改定日 

令和７年４月１日 

 

  

報告事項（５） 
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